
令和４年度
省庁別財務書類の概要

(外務省)



外務省の任務と組織等の概要
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組織等 年 度 末 定 員 ・・・ ６，５０４名

（外務本省）

大 臣 官 房

総 合 外 交 政 策 局

ア ジ ア 大 洋 州 局

北 米 局

中 南 米 局

欧 州 局

中 東 ア フ リ カ 局

経 済 局

国 際 協 力 局

（在外公館）

国 際 法 局

領 事 局

国 際 情 報 統 括 官

在 外 公 館

○外務省の任務（外務省設置法第３条）

平和で安全な国際社会の維持に寄与するとともに、主体的かつ積極的な取組を通じて良好
な国際環境の整備を図ること並びに調和ある対外関係を維持発展させつつ、国際社会におけ
る日本国及び日本国民の利益の増進を図ること

施 設 等 機 関

• 公文書管理官
• 監察査察官

• 儀典長

• 外務報道官

• 国際文化交流審議官

• 地球規模課題審議官

• （所管法人）･･･独立行政法人 国際交流基金

• 軍縮不拡散・科学部

• 南部アジア部

• アフリカ部

• （所管法人）・・・独立行政法人 国際協力機構

• 外務省研修所



省庁別財務書類とは

省庁別財務書類は、外務省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのス

トックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考と

して、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」の

ほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを

連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

（注） 単位未満切り捨てのため、合計数が一致しないことがあります。
（注） 単位未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示しています。
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貸借対照表（令和４年度末）

業務費用計算書（令和４年度）

(単位：億円）
前年度 R4年度 前年度 R4年度

（令和4年3月31日） （令和5年3月31日） （令和4年3月31日） （令和5年3月31日）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 － － 未払金 3 2

未収金・貸付金 18 18 賞与引当金 39 42

貸倒引当金 ▲ 17 ▲ 17 退職給付引当金 571 565

有形固定資産 4,778 4,820 その他の債務等 71 109

　国有財産 4,634 4,640

　物品 144 179

無形固定資産 137 142 負債合計 685 720

出資金 103,077 103,454

その他の債権等 0 0 資産・負債差額 107,309 107,697

資産合計 107,995 108,418
負債及び資産・負
債差額合計

107,995 108,418

＜資産・負債差額の部＞

（単位：億円）
前年度 R4年度

（自：令和3年4月1日） （自：令和4年4月1日）

（至：令和4年3月31日） （至：令和5年3月31日）

人件費等 909 944

補助金等 35 40

委託費等 4,955 6,407

独立行政法人運営費交付金 1,632 1,871

庁費等 864 957

減価償却費 74 94

その他 322 350

費用合計 8,794 10,666



～省庁別財務書類(外務省)の概要～
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外務省の省庁別財務書類においては、平成24年度から平成26年度までは、一般会計に東日
本大震災復興特別会計（外務省所管分）を合算して作成していましたが、平成27年度以降にお
いては合算すべき特別会計がないため、一般会計のみを基に作成しています。

また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、省庁別財務
書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差額増
減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている「区分別収支計算
書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」をご参照ください。

貸借対照表のポイント

（資産）
○出資金が資産総額の9割以上を占めています。これは、（独）国際協力機構、及び（独）国際
交流基金への出資金です。

○総資産額の4％を占める国有財産は、外務省の国内の庁舎等及び海外の在外公館事務所、
館長公邸等の不動産です。

（負債）
○退職給付引当金が負債総額の8割弱を占めています。これは、外務省職員が自己都合退職
した場合の退職手当の要支給額等の合計額です。

業務費用計算書のポイント

○業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形態別に
表示している計算書です。

○委託費等が業務費用総額の6割強を占めています。これは、国際機関等への分担金・拠出
金、途上国への援助費が主なもので、他に財団法人等への業務委託費も含まれています。

○独立行政法人運営費交付金が費用総額の2割弱を占めています。これは、外務省が主務大
臣として業務運営の効率化や業務の質の向上等について中期目標を定めている、（独）国際協
力機構、及び（独）国際交流基金へ運営費を交付する費用です。



資 産（10兆8,418億円）

ストックの状況 （貸借対照表）
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主な増減要因等について（対前年度末比+423億円）

➢出資金（10兆3,454億円：対前年度末比+376億円）
• （独）国際協力機構の有償資金協力勘定への出資金が470億円増加したこと等によるものです。

➢有形固定資産（4,820億円：対前年度末比 +41億円）
• 主に、通信機器等のリース物件が増加したことによるものです。
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（単位：億円）

合計：10兆7,995億円 合計：10兆8,418億円

【未収金等】
R3年度末：18億円 R4年度末：18億円
【貸倒引当金】

R3年度末：▲17億円 R4年度末：▲17億円

【出資金】
独立行政法人への出資金

【無形固定資産】

不動産の所有が認められていない国の不動産
貸借権、ソフトウェアの開発経費など

【有形固定資産】

国有財産（国内の庁舎等及び海外の在外公館
事務所等の不動産など）及び物品（車両、事務
機器、美術品、リース物件など）



負 債（720億円）
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主な増減要因等について（対前年度末比+34億円）

➢その他の債務等（109億円：対前年度末比+38億円）
• 主に、通信機器等のリ－ス物件に係るリース債務の増加額です。

➢退職給付引当金（565億円：対前年度末比▲5億円）
• 主に、整理資源に係る引当金の減少額と国家公務員災害補償年金に係る引当金の減少額と
の合計額です。
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（単位：億円）
合計：720億円合計：685億円

【退職給付引当金】

退職手当、国家公務員災害補償年金など
に係る引当金

【賞与引当金】

6月支給の期末・勤勉手当に係る本会計
年度分

【未払金】

児童手当、遺族補償年金等の公務災害補
償費など

【その他の債務等】
リース物件に係る契約済額など



費 用 （1兆666億円）（業務費用計算書より）

フローの状況
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主な増減要因等について（対前年度比+1,871億円）

➢委託費等（6,407億円:対前年度比 +1,452億円）
• 開発途上国等への援助費が増加したことなどによるものです。

➢独立行政法人運営費交付金(1,871億円：対前年度比 +238億円）
• （独）国際協力機構及び（独）国際交流基金に対する運営交付金が増加したことによるものです。
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(単位：億円）

合計： 8,794億円 合計：1兆666億円
【人件費等】
職員の給与や退職給付引当金の繰入額など

【委託費等】
・援助費 2,746億円
・分担金 1,030億円
・拠出金 2,554億円 ほか

【独立行政法人運営費交付金】

・独立行政法人国際協力機構 1,713億円
・独立行政法人国際交流基金 158億円

【庁費等】
物件費、施設費など

【補助金等】

・国際友好団体補助金 18億円
・国際共同研究支援事業費補助金

4億円 ほか

【減価償却費】
固定資産における減価償却による費用

【その他】
事務費など



（参考）連結財務書類について

連結財務書類は省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した省庁別
の連結財務書類を参考情報として作成しています。
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連結貸借対照表（令和４年度末）

連結業務費用計算書（令和４年度）

(単位：億円）
前年度 R4年度

（自：令和3年4月1日） （自：令和4年4月1日）

（至：令和4年3月31日） （至：令和5年3月31日）

人件費等 1,164 1,211

無償資金協力事業費 575 1,086

補助金等 39 39

委託費等 4,497 4,911

庁費等 864 957

減価償却費 129 149

貸倒引当金繰入額 508 132

支払利息・利払費 271 444

資産処分損益 ▲ 103 ▲ 93

減損損失 0 0

その他 2,270 2,126

費用合計 10,218 10,965

(単位：億円）

前年度 R4年度 前年度 R4年度
（令和4年3月31日） （令和5年3月31日） （令和4年3月31日） （令和5年3月31日）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 4,399 6,172 未払金等 462 462

有価証券 2,339 2,430 債券 10,434 12,323

未収金等 401 376 借入金 30,427 39,706

貸付金 140,532 151,256 退職給付引当金等 825 823

破産更生債権等 873 871 その他の負債 377 427

貸倒引当金 ▲ 3,163 ▲ 3,293

有形固定資産 5,362 5,386 負債合計 42,528 53,742

無形固定資産 221 266

その他の資産 605 755 資産・負債差額 109,044 110,481

資産合計 151,572 164,223
負債及び資産・負
債差額合計

151,572 164,223

＜資産・負債差額の部＞



資 産（16兆4,223億円）

連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）
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主な増減要因等について（対前年度末比 +1兆2,651億円）

➢貸付金（15兆1,256億円：対前年度比 +1兆724億円）
• （独）国際協力機構において、貸付（開発途上国向け貸付）が回収額を上回ったことによるもので
す。

➢現金・預金（6,172億円：対前年度末比+1,773億円）
• 主に（独）国際協力機構の期末現金・預金の増加によるものです。
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（単位：億円） 【現金・預金】

(独) 国際協力機構： 6,078億円
(独) 国際交流基金： 94億円

【破産更生債権等】
(独) 国際協力機構： 871億円

【有形固定資産】
外務省：4,820億円､ (独) 国際協力機構：489億円ほか

国有財産（土地、建物等）、物品（車両等）など

【無形固定資産】
外務省：142億円､ (独)国際協力機構：119億円ほか
在外公館定期不動産貸借権、ソフトウェア、商標権など

【未収金等】

(独) 国際協力機構：34億円、外務省：18億円ほか
【貸付金】

(独) 国際協力機構：15兆1,256億円ほか
開発途上国向け貸付など
【貸倒引当金】

(独) 国際協力機構：▲3,276億円、外務省：▲17億円
貸付金等に対する貸倒見積額

【有価証券】

(独) 国際協力機構： 1,810億円
(独) 国際交流基金： 629億円

【その他の資産】
前払金、仮払金、差入保証金など

合計： 15兆1,572億円 合計：16兆4,223億円



負 債（5兆3,742億円）
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主な増減要因等について（対前年度比 +1兆1,214億円）

➢借入金（3兆9,706億円：対前年度末比+9,278億円）
• （独）国際協力機構の借入額が返済額を上回ったことによるものです。

➢債券（1兆2,323億円：対前年度比+1,889億円）
• （独）国際協力機構において、貸付事業及び出資事業などの業務を実施するために発行してい
る債券が増加したことによるものです。
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（単位：億円）

合計：4兆2,528億円 合計：5兆3,742億円

【未払金等】
年度末までに支払が完了しなかった債務

【債券】

(独)国際協力機構が発行している債券額

【借入金】

(独)国際協力機構における財政投融資特別会
計財政投融資資金勘定からの借入金

【退職給付引当金等】
退職手当、整理資源等に係る引当金

【その他の負債】

リース債務、所得税等の預かり金、資産除去債
務など



費 用 （1兆965億円）（業務費用計算書より）
連結財務書類 フローの状況
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主な増減要因等について（対前年度末比 +746億円）

➢無償資金協力事業費（1,086億円：対前年度比+511億円）
• （独）国際協力機構において、開発途上地域の政府等に対する無償の資金供与による協力
事業が増加したことによるものです。

➢委託費等（4,911億円：対前年度比 +413億円）
• 主に、当省において、開発途上国等への援助費が増加したことなどによるものです。

➢貸倒引当金繰入額（132億円：対前年度比▲376億円）
• 主に、（独）国際協力機構の途上国向け貸付金に係る引当金の減少分です。
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【人件費】
職員の給与や退職給付引当金の繰入額など

【無償資金協力事業費】
開発途上地域の政府等に対する無償資金供与

【委託費等】

援助費：2,746億円、分担金：1,030億円
拠出金：2,554億円、相殺消去：▲1,530億円
ほか

【庁費等】
物件費、施設費など

【その他】

事務費、補助金、減価償却費、支払利息・利払
費、資産処分損益など

(単位：億円）

合計：1兆965億円合計： 1兆218億円

【貸倒引当金繰入額】
債権の繰入・戻入額など
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連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象とし
ています。

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が監
督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財政支
出の有無によって業務関連性を判断することとしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考え
られますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人など
の既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結に際し
て必要な修正を行った上で連結することとしています。

（注）令和４年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

〇独立行政法人 ２法人
国際協力機構、国際交流基金

合計 ２法人


